



源的な原因として, アウトソーシングの影響, 作業効率の追求・コスト削減の影響, 成果












｢｢企業の社会的責任｣ に関するアンケート調査｣ (回答数643名) を実施した｡













④社内体質 (暗に不正を助長するような風土, 営利・業績第一主義等) 56.5％
⑤経営環境 (企業間の競争激化, 業界の暗黙の慣習等) 17.3％
⑥その他 0.8％
(社団法人経済同友会 (2003), 162頁より)
会計制度等の体制構築との回答が30.9％となった (表２)｡ ちなみに, 従業員数又は売上
高の規模が小さな企業ほど, ｢特になし｣ の回答比率が高い傾向が認められた｡
自社における不正行為の有無については, ｢｢不正行為はない｣ と確信しているが, 正直
なところ不安がある｣ との回答が52.0％と最も多く, 次いで ｢自信を持って ｢不正行為は
ない｣ と言える｣ との回答が44.1％であった (表３)｡ ちなみに, 従業員数又は売上高の
規模が大きな企業では, ｢｢不正行為はない｣ と確信しているが, 正直なところ不安がある｣
の回答比率が高い傾向が認められた｡
 日本経営倫理学会の調査結果
日本経営倫理学会の ｢トップマネジメントの経営倫理｣ 研究部会では, 2007年３月から
４月にかけて, 経営倫理実践研究センターの会員企業を対象に質問票調査 (回答数50社)
を実施した｡
その調査結果である高橋 (2009) によると, 企業不祥事が発生する一般的な要因につい
ては, ｢行き過ぎた業績志向の組織的プレッシャー｣ が78％ (｢強くそう思う｣ ｢そう思う｣
の合計比率, 以下も同じ) と最も高く, 次いで ｢経営トップの独断専行的な経営姿勢・倫
理感の欠如｣ の56％であった (表４)｡
企業不祥事の防止が難しい理由については, ｢組織間のパイプはつまりやすく, トップ










①自信を持って ｢不正行為はない｣ と言える 44.1％
















その調査結果である中野他 (2009) によると, 企業倫理の制度化指数に関して, 回答
企業の創業時期, 従業員規模, 社長属性, 株式公開状況, 業種でグループ分けして統計分







て ｢企業不祥事の防止に関するインターネット・アンケート｣ (回答数2,375人 (2,263社))
を実施した｡
その調査結果である社団法人日本監査役協会 (2009) によると, 1997年以降の不祥事発
生の有無について, ｢ある｣ と回答した企業が47.2％, ｢ない｣ が42.6％, ｢わからない・保
留｣ が10.1％であり, 回答企業の約半数で不祥事が発生していた (同106頁)｡ 発生した不
祥事のうちで最も代表的・重大な不祥事の種類は, ｢背任・横領その他の不正等｣ が20.3
％, ｢欠陥製品・商品, 欠陥サービス, 偽装等｣ が13.8％, ｢独禁法違反｣ が12.3％, ｢労働
関係法令違反｣ が8.6％, ｢個人情報等の漏洩｣ が7.9％の順であった (表６)｡
今後不祥事が発生する可能性の有無については, ｢可能性があると思う｣ との回答が
13.7％, ｢一部そう思う｣ が48.0％, ｢そうは思わない｣ が27.6％, ｢わからない・保留｣ が
10.7％であり, 回答者の約６割が不祥事発生の可能性を認めた (同85頁)｡ また, 発生可
能性が高い不祥事の種類 (複数回答) としては, ｢労働関係法令違反｣ が54.7％, ｢個人情












 この制度化指数とは, 企業倫理の制度化に関する８個の設問について ｢制度化している｣ との回答がなされ
た項目数であり, 最小値が０, 最大値が８となる｡ 本件調査では, 全体の平均値が6.05, 標準偏差が1.75であっ
た｡
不祥事の発生要因 (複数回答) としては, ｢鈍いリスク感覚・問題意識, 右へならえ意
識 (事なかれ主義)｣ が50.2％, ｢希薄な法令等遵守意識｣ が49.3％, ｢内部統制体制の機能
不全｣ が25.9％, ｢情報伝達機能の不全, 風通しの悪い風土｣ が23.8％の順であった (表７)｡
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表６ 最も代表的・重大な不祥事の種類
①粉飾決算, 財務報告の虚偽記載等 (財務不祥事) 3.9％

































また, 不祥事発生後に策定された再発防止策 (複数回答) としては, ｢企業倫理に基づく
行動基準等の充実・周知徹底｣ が64.6％, ｢経営トップの姿勢を明示｣ が56.1％, ｢組織,




的に設定されていないという問題がある (表１参照)｡ また, この調査では, 従業員数や
売上高などで回答企業を分類したが, その分析はクロス集計の段階に止まり, 分類グルー
プ別に有意な差が存在するかどうかが明らかにされていない｡
の日本経営倫理学会 ｢トップマネジメントの経営倫理｣ 研究部会の調査は, 同研究部
会の名称が示すように, トップマネジメントが関与する組織不祥事を念頭に置いた選択肢
が中心である (表４②～④参照) が, こうした態様の組織不祥事は日本では必ずしも多く





有用な調査と認められる｡ しかしこの調査では, 選択肢の数が非常に多い一方で, 様々な
性質の原因が混在していて整理されていない上に, 調査主体の性格を反映して, 会計監査






④監査役 (会) の監査機能の強化 11.8％
⑤会計監査人監査の充実・強化 3.6％










 社団法人日本監査役協会 (2003) は, ｢米国で多発した経営トップが自らの利益を確保するために直接関与し









樋口 (2011) は, 三分類・因果表示法を用いて組織不祥事の原因メカニズムを分析し
た結果, Ⅱ種潜在的原因を組織不祥事のより根源的な原因と位置付けるとともに, その主
な態様として, アウトソーシングの影響, 作業効率の追求・コスト削減の影響, 成果主義








本調査は, 2009年10月から2010年３月にかけて実施した｡ 回収した質問票の中から, 信
頼性を欠くもの, 質問１－１ (業種) で ｢⑨公的機関｣ と回答したもの及び同一企業で







・リスクＩ：(組織文化に伴う組織不祥事リスク) 組織内の文化 (ものの考え方, 雰囲
気, 暗黙のルールなど) に引きずられて, 安全性やコンプライアンスがおろそかにな
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 樋口 (2011) は, 組織不祥事の原因メカニズムを階層的・有機的な因果関係の連鎖として理解するために,
組織不祥事の原因を直接原因, Ⅰ種潜在的原因, Ⅱ種潜在的原因に分類した｡ それぞれの定義は, 以下のと
おりとされている｡
直 接 原 因：組織不祥事を発現させる直接の引き金となった問題行動 (不作為を含む) であり, 因果関係の
連鎖の中では最下流に位置する原因






















































質問１－８ (回答者の役職) の回答結果に基づき上級者の質問票を採用し, 回答者が同級
であったときには, 早期に入手した質問票を採用する方式で重複回答を排除した｡
関東地区の講演会で収集した回答及び個別面談・メールで入手した回答については, 計











・５では, 質問２－１～２－４の回答結果 (以下, ｢リスク状態データ｣ と呼ぶ) 及び
質問３－１及び３－２の回答結果 (以下, ｢リスク管理データ｣ と呼ぶ) について,
相関関係が存在するかどうかを検証した｡ リスク状態データ及びリスク管理データは
順序尺度であるため, 相関関係の検定手法として Spearman の順位相関係数を計算
した｡
・６では, 組織不祥事リスクに関して地域差が存在するかどうかを検証するために, 地
域属性 (後述) の２グループについて, リスク状態データ及びリスク管理データの中
央値を比較した｡ 検定手法としては, Mann-Whitney のＵ検定を採用した｡
・７では, 組織不祥事リスクに関して業界による差が存在するかどうかを検証するため
に, 業界属性 (後述) の３グループについて, リスク状態データ及びリスク管理デー
タの中央値を比較した｡ 検定手法としては, Kruskal-Wallis のＨ検定を採用した｡
・８では, 組織不祥事リスクに関して業種による差が存在するかどうかを検証するため
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 特に懸念されるのは, 当該組織にとっての ｢建て前｣ が回答されることである｡ この点について中野 (2002)
は, ｢ (企業倫理を巡る従来の議論の限界は,) アンケート調査を中心とする大量観察による実証研究の限界
である｡ 筆者自身も, 日本経営倫理学会の実証調査研究部会に属し, 幾つかの調査研究に携わって来た｡ し
かし, その調査を行なうたびに感じることは, アンケート調査などの手法では, 極めて表面的な建て前の意
見しか聞けないというもどかしさである｡｣ (同159-160頁) と指摘している｡





















・質問１－２の回答については, ①及び②を ｢従業員少｣ (99人以下), ③及び④を ｢従
業員中｣ (100人～999人) にそれぞれ整理し, ⑤の ｢従業員多｣ (1000人以上) と合わ
せて, カテゴリを計３種類に調整した｡
・質問１－３の回答については, ①及び②を ｢資本金小｣ (１億円未満), ③及び④を
｢資本金中｣ (１億円～10億円未満) にそれぞれ整理し, ⑤の ｢資本金大｣ (10億円以
上) と合わせて, カテゴリを計３種類に調整した｡
・質問１－４の回答については, ①及び②を ｢売上高小｣ (５億円未満), ③及び④を
｢売上高中｣ (５億円～100億円未満) にそれぞれ整理し, ⑤の ｢売上高大｣ (100億円
以上) と合わせて, カテゴリを計３種類に調整した｡
・質問２－１～２－４の回答については, ③及び④を ｢リスクが小さい｣ に整理して,
カテゴリを計３種類に調整した｡
・質問３－２については, ①及び②を ｢情報を入手できている｣, ③及び④を ｢情報を
入手できていない｣ にそれぞれ整理して, カテゴリを計２種類に調整した｡
・質問３－３については, ①及び②を ｢対策が進んでいる｣, ③及び④を ｢対策が進ん
でいない｣ にそれぞれ整理して, カテゴリを計２種類に調整した｡
 統計ソフトの種類




質問２－１～２－４は, リスクⅠ～Ⅳの程度について, ｢①とてもリスクがある｣ ｢②わ
りとリスクがある｣ ｢③あまりリスクがない｣ ｢④リスクがぜんぜんない｣ の４段階に分
類した (表９)｡ その結果, 以下の４点が観察された｡
・質問２－１について, 回答①及び②の合計が275件 (全体の58.1％) に達し, 所属企
業にリスクⅠが存在すると認識している回答者が半数を超えた｡
・質問２－２について, 回答①及び②の合計が272件 (同57.5％) に達し, 所属企業に
リスクⅡが存在すると認識している回答者が半数を超えた｡
・質問２－３について, 回答①及び②の合計が150件 (全体の31.7％) に達し, 所属企
業にリスクⅢが存在すると認識している回答者は約３割であった｡
・質問２－４について, 回答①及び②の合計が227件 (全体の48.0％) に達し, 所属企
業にリスクⅣが存在すると認識している回答者は約半数であった｡
以上のように, リスクⅠ～Ⅳのいずれについても, 所属企業に当該リスクが存在すると
認識している回答者の比率が比較的高いことが認められた｡ これにより, 樋口 (2011) が
指摘した４類型の組織不祥事リスクは, 組織不祥事が生起した企業に特有の問題ではなく,
多くの企業に存在する一般的なリスクであることが明らかとなった｡
ちなみに, リスクⅢ (成果主義に伴う組織不祥事リスク) を認識している回答者の比率





分類した (表10)｡ 質問３－２では, ｢③あまり入手できていない｣ 又は ｢④ぜんぜん入手
できていない｣ の回答が189件 (全体の40.0％) に達した｡ 質問３－３では, ｢③あまり対




質問２－１ 質問２－２ 質問２－４ 質問２－４
度数 パーセント 度数 パーセント 度数 パーセント 度数 パーセント
①とてもリスクがある 48 10.1％ 37 7.8％ 30 6.3％ 40 8.5％
②わりとリスクがある 227 48.0％ 235 49.7％ 120 25.4％ 187 39.5％
③あまりリスクがない 190 40.2％ 193 40.8％ 284 60.0％ 235 49.7％
④リスクがぜんぜんない 8 1.7％ 8 1.7％ 37 7.8％ 9 1.9％
欠損値 0 0.0％ 0 0.0％ 2 0.4％ 2 0.4％
合 計 473 100.0％ 473 100.0％ 473 100.0％ 473 100.0％









析手法として Spearman の順位相関係数をそれぞれ算出した結果, 以下のとおり有意
(いずれもｐ＝0.000＜0.01) な相関が認められた (表11)｡




度数 パーセント 度数 パーセント
①とても入手できている 28 5.9％ ①とても対策が進んでいる 22 4.7％
②わりと入手できている 251 53.1％ ②わりと対策が進んでいる 251 53.1％
③あまり入手できていない 180 38.1％ ③あまり対策が進んでいない 180 38.1％
④ぜんぜん入手できていない 9 1.9％ ④ぜんぜん対策が進んでいない 18 3.8％
欠損値 5 1.1％ 欠損値 2 0.4％
合 計 473 100.0％ 合 計 473 100.0％
表11 リスク状態データ及びリスク管理データの相関係数
質問２－１ 質問２－２ 質問２－３ 質問２－４ 質問３－２ 質問３－３
Spearman
のロー
質問２－１ 相関係数 1.000 .548 .361 .474 －.190 －.291
有意確率
(両側)
. .000 .000 .000 .000 .000
質問２－２ 相関係数 .548 1.000 .448 .469 －.170 －.202
有意確率
(両側)
.000 . .000 .000 .000 .000
質問２－３ 相関係数 .361 .448 1.000 .379 －.113 －.144
有意確率
(両側)
.000 .000 . .000 .015 .002
質問２－４ 相関係数 .474 .469 .379 1.000 －.149 －.191
有意確率
(両側)
.000 .000 .000 . .001 .000
質問３－２ 相関係数 －.190 －.170 －.113 －.149 1.000 .527
有意確率
(両側)
.000 .000 .015 .001 . .000
質問３－３ 相関係数 －.291 －.202 －.144 －.191 .527 1.000
有意確率
(両側)
.000 .000 .002 .000 .000 .
リストごとのＮ＝463
 本稿では, 相関係数が非常に小さいケース (≦0.2) については, 有意であっても相関関係がないものと取
り扱った (以下も同)｡
質問２－４ (＝0.474), 質問２－２と２－３ (＝0.448), 質問２－２と２－４
(＝0.469) について, やや強い正の相関が認められた｡ また, 質問２－１と質問
２－３ (＝0.361), 質問２－３と質問２－４ (＝0.379) については, 弱い正の
相関が認められた｡








ことが明らかとなった｡ その理由としては, 不祥事の予防対策を進める際には, その前提
として参考情報の入手が必要になるという関連性が推察される｡
６. 地域属性に関する統計分析
質問票の項目とは別に, 回答の入手場所に基づいて回答を ｢関東地区｣ ｢関西地区｣ の
２種類に分類した｡ ｢関東地区｣ は, 関東地区で開催された講演会で収集した回答及び面
識のある企業関係者 (そのほとんどが東京周辺に本社を置く企業に所属) から個別面談又
はメールを通じて入手した回答である｡ そして ｢関西地区｣ は, 関西地区で開催された講
演会の席上で収集した回答である｡ サンプル総数473件のうち, ｢関東地区｣ が310件 (全
体の65.5％), ｢関西地区｣ が163件 (同34.5％) であった｡
組織不祥事リスクの程度及びそのリスク管理について地域差が存在するかどうかを検証
するために, この ｢関東地区｣ と ｢関西地区｣ の２グループについて, リスク状態データ
及びリスク管理データを比較した｡ 両データは順序尺度であるが, あくまで便宜として,
各質問の回答①～④にそれぞれ数値１～４を付して平均値を計算 (以下も同) した (表12)｡
その結果, リスク状態データについては, 関東地区と比較して関西地区の平均値が小さく




・質問２－２について, 有意な差 (Ｕ＝22,643.5, ｐ＝0.039＜0.05) が認められ, ｢２グ




質問２－１ 質問２－２ 質問２－３ 質問２－４ 質問３－２ 質問３－３
平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
関東地区 310 65.5％ 2.37 .683 2.41 .665 2.74 .693 2.49 .682 2.27 .636 2.27 .623
関西地区 163 34.5％ 2.26 .665 2.28 .614 2.62 .723 2.39 .662 2.55 .559 2.67 .597
全体 473 100.0％ 2.33 .678 2.36 .650 2.70 .705 2.45 .676 2.36 .625 2.41 .643
 本稿では, 0.4＜≦0.7の場合を ｢やや強い相関｣, 0.2＜≦0.4の場合を ｢弱い相関｣ とした｡
と比較して ｢関西地区｣ では, リスクⅡが有意に大きいことを示している｡
・質問３－２について, 有意な差 (Ｕ＝30,316, ｐ＝0.000＜0.05) が認められ, 帰無仮
説が棄却された｡ この結果は, ｢関東地区｣ と比較して ｢関西地区｣ では, 参考情報
の入手が有意に遅れていることを示している｡
・質問３－３について, 有意な差 (Ｕ＝33,377, ｐ＝0.000＜0.05) が認められ, 帰無仮
説が棄却された｡ この結果は, ｢関東地区｣ と比較して ｢関西地区｣ では, 不祥事の
予防対策が有意に遅れていることを示している｡






調査票の質問項目とは別に, 回答を ｢原子力業界｣ ｢製薬業界｣ ｢その他の業界｣ の３種
類に分類した｡ ｢原子力業界｣ は, 原子力発電関係の講演会の出席者 (電力会社, プラン
トメーカー等) などから収集した回答であり, ｢製薬業界｣ は製薬業関係の講演会の出席
者などから収集した回答である｡ それら以外の回答は, ｢その他の業界｣ と分類した｡ サ
ンプル総数473件のうち, ｢原子力業界｣ が32件 (全体の6.8％), ｢製薬業界｣ が23件 (同
4.9％), ｢その他の業界｣ が418件 (同88.4％) であった｡
｢原子力業界｣ では過去に原子力発電所での事故や運転データの改竄などの不祥事が相





便宜的に平均値を計算すると, リスク状態データについては, 質問２－４を除き, 平均
値が大きい (＝リスクが小さい) 順に ｢原子力業界｣・｢製薬業界｣・｢その他の業界｣ となっ
た (表13)｡ また, リスク管理データについては, 平均値が小さい (＝リスク管理が進ん
でいる) 順に同じく ｢原子力業界｣・｢製薬業界｣・｢その他の業界｣ となった｡
これを踏まえて, Kruskal-Wallis のＨ検定を実施して３グループの中央値を比較したと
ころ, 次の諸点について有意な結果が認められた｡




質問２－１ 質問２－２ 質問２－３ 質問２－４ 質問３－２ 質問３－３
平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
原子力業界 32 6.8％ 2.72 .457 2.72 .523 3.16 .515 2.59 .665 1.97 .595 1.97 .538
製薬業界 23 4.9％ 2.57 .728 2.52 .790 2.78 .671 2.65 .647 2.26 .689 2.39 .783
その他の業界 418 88.4％ 2.29 .679 2.33 .642 2.66 .708 2.43 .677 2.40 .614 2.45 .630
全体 473 100.0％ 2.33 .678 2.36 .650 2.70 .705 2.45 .676 2.36 .625 2.41 .643
ループの中央値に差がない｣ との帰無仮説が棄却された｡ さらに Ryan 法に基づき
Mann-Whitney 検定による多重比較を行った結果, ｢その他の業界｣ と比較して ｢原
子力業界｣ では, リスクⅠが有意に小さい (ｐ＝0.000＜0.0167) ことが認められた｡
・質問２－２について, 有意な差 (Ｈ＝14.159, ｐ＝0.001＜0.05) が認められ, 帰無仮
説が棄却された｡ さらに多重比較を行った結果, ｢その他の業界｣ と比較して ｢原子
力業界｣ では, リスクⅡが有意に小さい (ｐ＝0.000＜0.0167) ことが認められた｡
・質問２－３について, 有意な差 (Ｈ＝15.847, ｐ＝0.000＜0.05) が認められ, 帰無仮
説が棄却された｡ さらに多重比較を行った結果, ｢その他の業界｣ 及び ｢製薬業界｣ と
比較して ｢原子力業界｣ では, リスクⅢが有意に小さい (それぞれｐ＝0.000＜0.0167
及びｐ＝0.030＜0.0333) ことが認められた｡
・質問３－２について, 有意な差 (Ｈ＝14.032, ｐ＝0.001＜0.05) が認められ, 帰無仮
説が棄却された｡ さらに多重比較を行った結果, ｢その他の業界｣ と比較して ｢原子
力業界｣ では, 参考情報の入手が有意に進んでいる (ｐ＝0.000＜0.0167) ことが認め
られた｡
・質問３－３について, 有意な差 (Ｈ＝16.147, ｐ＝0.000＜0.05) が認められ, 帰無仮
説が棄却された｡ さらに多重比較を行った結果, ｢その他の業界｣ 及び ｢製薬業界｣
と比較して ｢原子力業界｣ では, 不祥事に対する予防対策が有意に進んでいる (それ
ぞれｐ＝0.000＜0.0167及びｐ＝0.030＜0.0333) ことが認められた｡
以上の検定結果から, ｢その他の業界｣ と比較して ｢原子力業界｣ は, リスクⅠ (組織
文化に伴う組織不祥事リスク), リスクⅡ (効率性追求に伴う組織不祥事リスク), そして
リスクⅢ (成果主義に伴う組織不祥事リスク) が有意に小さいことが明らかとなった｡ そ
の理由としては, ｢原子力業界｣ の特徴として, 安全文化の構築が特に要請されているこ
と, 電力業界が地域独占であるために効率性の追求がそれほど徹底していないこと, 成果
主義的評価制度があまり導入されていないことが推察される｡ さらに, ｢原子力業界｣ で
は, 参考情報の入手及び予防対策の面でも進展していることが明らかとなり, 同業界が組
織不祥事のリスク管理に熱心なことを裏付けている｡
ただし, リスクⅣ (アウトソーシングに伴う組織不祥事リスク) についてだけは, ｢原
子力業界｣ と ｢その他の業界｣ に有意な差が認められなかった｡ その理由としては, ｢原
子力業界｣ では極めて多数の協力企業に業務をアウトソーシングしているが, 不祥事対策
をこれらの協力企業にまで浸透させるのが実務的に難しいことが推察される｡
その一方で, ｢製薬業界｣ は, 前述のように平均値では基本的に ｢原子力業界｣ と ｢そ
の他の業界｣ の中間に位置しているが, ｢その他の業界｣ と比較して有意な差は認められ
なかった｡ その理由としては, ｢製薬業界｣ のサンプル数が少なかったことが影響してい
ると推察される｡
８. 業種に関する統計分析
質問１－１ (業種) では, 回答企業を ｢①製造業｣ ｢②卸・小売業｣ ｢③建設業｣ ｢④運
輸業｣ ｢⑤電気・ガス・熱供給・水道業｣ ｢⑥情報・通信業｣ ｢⑦金融・保険業｣ ｢⑧医療・
福祉業｣ ｢⑨公的機関｣ ｢⑩その他｣ の10業種に分類した｡ その中では ｢①製造業｣ の159
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 ｢①製造業｣ と ｢②卸・小売業｣ の両方を回答した場合は, ｢①製造業｣ に分類した｡
件 (全体の33.6％) が一番多く, 次いで ｢⑩その他｣ の89件 (同18.8％), ｢②卸・小売業｣
の84件 (同17.8％) という順であった (表14)｡
組織不祥事リスクの程度及びそのリスク管理について業種による差異が存在するかどう
かを検証するために, これらの業種別９グループ (｢⑨公的機関｣ を除外) について, リ
スク状態データ及びリスク管理データを比較した｡ 便宜的に平均値を計算すると, サンプ
ル数第１位の ｢①製造業｣ ではいずれの平均値も全体平均と近接しているが, 同第２位の





・質問２－３について, 有意な差 (Ｈ＝19.881, ｐ＝0.011＜0.05) が認められ, ｢９グ
ループの中央値に差がない｣ との帰無仮説が棄却された｡ さらに Ryan 法に基づき
Mann-Whitney 検定による多重比較を行った結果, ｢⑤電気・ガス・熱供給・水道業｣
と比較して ｢⑦金融・保険業｣ では, リスクⅢが有意に大きい (ｐ＝0.00134＜0.00139)
ことが認められた｡
・質問３－２について, 有意な差 (Ｈ＝38.525, ｐ＝0.000＜0.05) が認められ, 帰無仮
説が棄却された｡ さらに多重比較を行った結果, ｢⑤電気・ガス・熱供給・水道業｣
及び ｢⑦金融・保険業｣ と比較して ｢②卸・小売業｣ では, 参考情報の入手が有意に
遅れている (それぞれｐ＝0.000＜0.00139及びｐ＝0.000＜0.00159) ことが認められた｡




質問２－１ 質問２－２ 質問２－３ 質問２－４ 質問３－２ 質問３－３
平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
①製造業 159 33.6％ 2.38 .681 2.37 .642 2.72 .655 2.47 .635 2.31 .587 2.38 .653
②卸･小売業 84 17.8％ 2.18 .697 2.33 .627 2.51 .787 2.38 .657 2.65 .570 2.63 .576
③建設業 46 9.7％ 2.35 .640 2.33 .634 2.85 .631 2.36 .645 2.31 .514 2.33 .603
④運輸業 17 3.6％ 2.00 .707 2.24 .752 2.76 .752 2.65 .786 2.41 .507 2.47 .624
⑤電気･ガス等 18 3.8％ 2.44 .616 2.44 .705 3.11 .471 2.33 .907 1.89 .583 1.78 .428
⑥情報･通信業 31 6.6％ 2.29 .739 2.26 .729 2.55 .810 2.13 .718 2.45 .632 2.55 .624
⑦金融･保険業 19 4.0％ 2.26 .806 2.32 .749 2.39 .698 2.53 .772 1.89 .658 2.11 .737
⑧医療･福祉業 9 1.9％ 2.56 .882 2.56 .882 2.78 .833 2.44 .726 2.44 .882 2.78 .972
⑩その他 89 18.8％ 2.45 .584 2.44 .602 2.75 .679 2.61 .633 2.35 .659 2.40 .578
欠損値 1 0.2％
合 計 473 100.0％ 2.33 .679 2.36 .651 2.70 .706 2.45 .676 2.36 .625 2.41 .643
 便宜的に, 平均値を全体平均と比較する１サンプルのｔ検定を実施したところ, 以下の５点について有意
(いずれもｐ＜0.05) な結果が認められた｡
・｢②卸・小売業｣ は, リスクⅢが大きく, 参考情報の入手及び予防対策が遅れている｡




果主義に伴う組織不祥事リスク) が有意に大きい理由としては, ｢⑦金融・保険業｣ では
成果主義的評価制度が広く導入されている一方で, インフラ関係の ｢⑤電気・ガス・熱供
給・水道業｣ では同制度が一般的でないことが推察される｡
また, ｢⑤電気・ガス・熱供給・水道業｣ 及び ｢⑦金融・保険業｣ と比較して, ｢②卸・




15)｡ 質問１－２ (従業員規模), 質問１－３ (資本金規模), 質問１－４ (売上高規模)
のいずれも回答⑤が最も多く, 回答者の所属企業としては大企業が多いことが認められた｡





分析を実施し, 分析手法として Spearman の順位相関係数をそれぞれ算出した｡ その結
果, 以下のとおり有意 (いずれもｐ＝0.000＜0.01) な相関が認められた｡
・質問１－２については, 質問３－３との間で弱い負の相関 (＝0.369) が認められた｡
・質問１－３については, 質問３－２ (＝0.201) 及び質問３－３ (＝0.340) と
の間で弱い負の相関が認められた｡






便宜的に平均値を計算すると, リスク状態データについては, ｢従業員少｣ 及び ｢従業員




度数 パーセント 度数 パーセント 度数 パーセント
回答① 62 13.1％ 106 22.4％ 27 5.7％
回答② 51 10.8％ 66 14.0％ 23 4.9％
回答③ 84 17.8％ 52 11.0％ 21 4.4％
回答④ 90 19.0％ 36 7.6％ 130 27.5％
回答⑤ 186 39.3％ 202 42.7％ 265 56.0％
欠損値 0 0.0％ 11 2.3％ 7 1.5％
合計 473 100.0％ 473 100.0％ 473 100.0％
察された (表16)｡ また, リスク管理データについては, 平均値が小さい (＝リスク管理
が進んでいる) 順に, ｢従業員多｣・｢従業員中｣・｢従業員少｣ となった｡
そこでクロス集計を用いてカイ２乗検定を実施した結果, 以下のとおり有意な差が認め
られた｡
・質問２－１とのクロス集計について, カイ２乗値 (自由度４) が16.111 (ｐ＝0.003＜
0.05) で有意となり, ｢２つの変数は独立である｣ との帰無仮説が棄却された｡ さら
に標準化残差に基づいて分析すると, ｢とてもリスクがある｣ との回答が ｢従業員中｣
では有意に多く (残差2.9), ｢従業員多｣ では有意に少ない (残差－2.0) ことが認め
られた｡
・質問２－３とのクロス集計について, カイ２乗値 (自由度４) が13.794 (ｐ＝0.008＜
0.05) で有意となり, 帰無仮説が棄却された｡ さらに標準化残差に基づいて分析する
と, ｢とてもリスクがある｣ との回答が ｢従業員中｣ では有意に多く (残差2.7), ｢従
業員多｣ では有意に少ない (残差－2.0) ことが認められた｡
・質問２－４とのクロス集計について, カイ２乗値 (自由度４) が10.562 (ｐ＝0.032＜
0.05) で有意となり, 帰無仮説が棄却された｡ さらに標準化残差に基づいて分析する
と, ｢とてもリスクがある｣ との回答が ｢従業員少｣ では有意に少なく (残差－2.1),
｢従業員中｣ では有意に多い (残差2.2) ことが認められた｡
・質問３－３とのクロス集計について, カイ２乗値 (自由度２) が55.294 (ｐ＝0.000＜
0.05) で有意となり, 帰無仮説が棄却された｡ さらに標準化残差に基づいて分析する
と, ｢対策が進んでいる｣ との回答が ｢従業員少｣ では有意に少なく (残差－2.6),
｢従業員多｣ では有意に多く (残差3.7), また, ｢対策が進んでいない｣ との回答が
｢従業員少｣ では有意に多く (残差3.0), ｢従業員中｣ では有意に多く (残差2.0), ｢従
業員多｣ では有意に少ない (残差－4.3) ことが認められた｡
以上の検定結果から, リスクⅠ (組織文化に伴う組織不祥事リスク), リスクⅢ (成果
主義に伴う組織不祥事リスク), そしてリスクⅣ (アウトソーシングに伴う組織不祥事リ
スク) について, ｢従業員中｣ (100人～999人) の企業ではリスクが大きいことが明らかに





・質問３－２とのクロス集計について, カイ２乗値 (自由度２) が16.056 (ｐ＝0.000＜
0.05) で有意となり, 帰無仮説が棄却された｡ さらに標準化残差に基づいて分析する
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表16 従業員規模別の度数分布
質問２－１ 質問２－２ 質問２－３ 質問２－４ 質問３－２ 質問３－３
度数 パーセント 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
従業員少 113 23.9％ 2.41 .663 2.42 .666 2.78 .694 2.56 .611 2.47 .615 2.65 .625
従業員中 174 36.8％ 2.20 .719 2.29 .678 2.55 .764 2.37 .742 2.43 .650 2.55 .633
従業員多 186 39.3％ 2.42 .629 2.40 .609 2.78 .631 2.46 .642 2.24 .588 2.14 .562
全体 473 100.0％ 2.33 .678 2.36 .650 2.70 .705 2.45 .676 2.36 .625 2.41 .643
と, ｢情報を入手できていない｣ との回答数が, ｢資本金小｣ では有意に多く (残差
2.1), ｢資本金大｣ では有意に少ない (残差－2.2) ことが認められた｡
・質問３－３とのクロス集計について, カイ２乗値 (自由度２) が41.605 (ｐ＝0.000＜
0.05) で有意となり, 帰無仮説が棄却された｡ さらに標準化残差に基づいて分析する
と, ｢対策が進んでいる｣ との回答数が ｢資本金小｣ では有意に少なく (残差－2.9),
｢資本金大｣ では有意に多く (残差3.0), また, ｢対策が進んでいない｣ との回答数が,







・質問３－３とのクロス集計について, カイ２乗値 (自由度２) が30.481 (ｐ＝0.000＜
0.05) で有意となり, 帰無仮説が棄却された｡ さらに標準化残差に基づいて分析する
と, ｢対策が進んでいる｣ との回答数が, ｢売上高小｣ では有意に少なく (残差－2.1),
｢売上高大｣ では有意に多く (残差2.3), また, ｢対策が進んでいない｣ との回答数が,
｢売上高小｣ では有意に多く (残差2.5), ｢売上高中｣ では有意に多く (残差2.1), ｢売





められたのは, 質問１－２ (従業員数) だけであった｡ これは, 従業員数が組織不祥事リ
スクの程度に関係していることを示唆するものである｡ さらに, リスクⅠ・Ⅲ・Ⅳのいず
れについても, ｢従業員中｣ の企業ではリスクが大きいという結果が出たことは非常に興











17)｡ 質問１－５ (売上高の増減) では, ｢①増加｣ が75件 (全体の15.9％), ｢②横ばい｣
が124件 (同26.2％), ｢③減少｣ が271件 (同57.3％) であり, サブプライム問題以後の経
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済悪化を受けて, 半数以上の企業で売上が減少している｡ 質問１－６ (利益の有無) は,
｢①黒字｣ が246件 (全体の52.0％), ｢②トントン｣ が120件 (同25.4％), ｢③赤字｣ が103
件 (同21.8％) であり, 経済悪化の中でも半数以上の企業が黒字である｡ 質問１－７ (利
益の増減) は, ｢①増加｣ が134件 (全体の28.3％), ｢②横ばい｣ が108件 (同22.8％), ｢③




データについて相関分析を実施し, 分析手法として Spearman の順位相関係数をそれぞ





質問３－１は, 不祥事対策の参考情報の入手先についての質問 (複数回答可) である
(表18)｡ ｢②公認会計士・弁護士・コンサルタント｣ が271件 (全体の57.3％), ｢⑤同業者・
取引先・業界団体｣ が266件 (同56.2％), ｢④新聞・経済誌・書籍｣ が260件 (同55.0％)
といずれも半数を超えている一方で, ｢①学者・研究者｣ 及び ｢③金融機関｣ はともに１






度数 パーセント 度数 パーセント 度数 パーセント
回答① 75 15.9％ 246 52.0％ 134 28.3％
回答② 124 26.2％ 120 25.4％ 108 22.8％
回答③ 271 57.3％ 103 21.8％ 228 48.2％
欠損値 3 0.6％ 4 0.8％ 3 0.6％











その結果, ｢②公認会計士・弁護士・コンサルタント｣ に関して, 次のとおり有意な差が
認められた｡
・質問１－２とのクロス集計について, カイ２乗値 (自由度２) が22.969 (ｐ＝0.000＜
0.05) で有意となり, ｢２つの変数は独立である｣ との帰無仮説が棄却された｡ さら
に標準化残差に基づいて分析すると, 回答数が ｢従業員少｣ では有意に少なく (残差
－2.3), ｢従業員多｣ では有意に多い (残差2.1) ことが認められた｡
・質問１－３とのクロス集計について, カイ２乗値 (自由度２) が30.788 (ｐ＝0.000＜
0.05) で有意となり, 帰無仮説が棄却された｡ さらに標準化残差に基づいて分析する
と, 回答数が ｢資本金小｣ では有意に少なく (残差－2.6), ｢資本金大｣ では有意に
多い (残差2.6) ことが認められた｡
・質問１－４とのクロス集計については, カイ２乗値 (自由度２) が31.376 (ｐ＝0.000
＜0.05) で有意となり, 帰無仮説が棄却された｡ さらに標準化残差に基づいて分析す








質問３－４は, 不祥事の予防対策の問題点についての質問 (複数回答可) である (表19)｡
｢④社内教育が不足 (または形骸化) している｣ が241件 (全体の51.0％) と最も多く, 次
いで ｢②従業員の側に問題意識 (危機感) が少ない｣ が194件 (同41.0％), ｢①経営者・
管理職に問題意識 (危機感) が少ない｣ が153件 (同32.3％), ｢③対策に伴う現場の負担
が重い｣ が134件 (同28.3％) の順であった｡ その一方で, ｢⑤現在の対策ではそもそも効

















回答 ｢①経営者・管理職に問題意識 (危機感) が少ない｣ と企業データ及びリスク状態
データについて, クロス集計を用いてカイ２乗検定を実施した結果, 以下のとおり有意な
差が認められた｡
・質問１－２とのクロス集計について, カイ２乗値 (自由度２) が12.915 (ｐ＝0.002＜
0.05) で有意となり, ｢２つの変数は独立である｣ との帰無仮説が棄却された｡ さら
に標準化残差に基づいて分析すると, 回答が ｢従業員中｣ では有意に多く (残差2.1),
｢従業員多｣ では有意に少ない (残差－2.1) ことが認められた｡
・質問２－１とのクロス集計について, カイ２乗値 (自由度２) が70.995 (ｐ＝0.000＜
0.05) で有意となり, 帰無仮説が棄却された｡ さらに標準化残差に基づいて分析する
と, 回答が ｢とてもリスクがある｣ では有意に多く (残差4.4) ｢わりとリスクがある｣
では有意に多く (残差2.4), ｢リスクが小さい｣ では有意に少ない (残差－4.8) こと
が認められた｡
・質問２－２とのクロス集計について, カイ２乗値 (自由度２) が35.307 (ｐ＝0.000＜
0.05) で有意となり, 帰無仮説が棄却された｡ さらに標準化残差に基づいて分析する
と, 回答が ｢とてもリスクがある｣ では有意に多く (残差4.1), ｢リスクが小さい｣
では有意に少ない (残差－2.6) ことが認められた｡
・質問２－３とのクロス集計について, カイ２乗値 (自由度２) が11.733 (ｐ＝0.003＜
0.05) で有意となり, 帰無仮説が棄却された｡ さらに標準化残差に基づいて分析する
と, 回答が ｢とてもリスクがある｣ では有意に多い (残差2.0) ことが認められた｡
・質問２－４とのクロス集計について, カイ２乗値 (自由度２) が30.614 (ｐ＝0.000＜
0.05) で有意となり, 帰無仮説が棄却された｡ さらに標準化残差に基づいて分析する
と, 回答が ｢とてもリスクがある｣ では有意に多く (残差3.4), ｢リスクが小さい｣
では有意に少ない (残差－2.7) ことが認められた｡
以上の検定結果から, 経営者・管理職の問題意識は, ｢従業員多｣ の企業では高く, ｢従
業員中｣ の企業では少ないことが認められた｡ また, 経営者・管理職の問題意識が少ない




回答 ｢②従業員の側に問題意識 (危機感) が少ない｣ と企業データ及びリスク状態デー
タについて, クロス集計を用いてカイ２乗検定を実施した結果, 以下のとおり有意な差が
認められた｡
・質問１－２とのクロス集計について, カイ２乗値 (自由度２) が12.267 (ｐ＝0.002＜
0.05) で有意となり, 帰無仮説が棄却された｡ さらに標準化残差に基づいて分析する
と, 回答が ｢従業員多｣ では有意に少ない (残差－2.1) ことが認められた｡
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・質問１－３とのクロス集計について, カイ２乗値 (自由度２) が13.815 (ｐ＝0.001＜
0.05) で有意となり, 帰無仮説が棄却された｡ さらに標準化残差に基づいて分析する
と, 回答が ｢資本金大｣ では有意に少ない (残差－2.1) ことが認められた｡
・質問１－４とのクロス集計について, カイ２乗値 (自由度２) が14.072 (ｐ＝0.001＜
0.05) で有意となり, 帰無仮説が棄却された｡ さらに標準化残差に基づいて分析する
と, 回答が ｢売上高中｣ では有意に多い (残差2.3) ことが認められた｡
・質問２－１とのクロス集計について, カイ２乗値 (自由度２) が27.908 (ｐ＝0.000＜
0.05) で有意となり, 帰無仮説が棄却された｡ さらに標準化残差に基づいて分析する
と, 回答が ｢わりとリスクがある｣ では有意に多く (残差2.0), ｢リスクが小さい｣
では有意に少ない (残差－3.0) ことが認められた｡
・質問２－２とのクロス集計について, カイ２乗値 (自由度２) が13.542 (ｐ＝0.001＜
0.05) で有意となり, 帰無仮説が棄却された｡ さらに標準化残差に基づいて分析する
と, 回答が ｢とてもリスクがある｣ では有意に多い (残差2.3) ことが認められた｡
・質問２－４とのクロス集計について, カイ２乗値 (自由度２) が19.790 (ｐ＝0.000＜
0.05) で有意となり, 帰無仮説が棄却された｡ さらに標準化残差に基づいて分析する
と, 回答が ｢とてもリスクがある｣ では有意に多い (残差3.1) ことが認められた｡
以上の検定結果から, 従業員の問題意識は, ｢従業員多｣ 及び ｢資本金大｣ の企業では
高く, ｢売上高中｣ の企業では少ないことが認められた｡ また, 従業員の問題意識が少な
い企業では, リスクⅠ (組織文化に伴う組織不祥事リスク), リスクⅡ (効率性追求に伴





・質問１－２とのクロス集計について, カイ２乗値 (自由度２) が27.839 (ｐ＝0.000＜
0.05) で有意となり, 帰無仮説が棄却された｡ さらに標準化残差に基づいて分析する
と, 回答が ｢従業員少｣ では有意に少なく (残差－3.2), ｢従業員多｣ では有意に多
い (残差3.1) ことが認められた｡
・質問１－３とのクロス集計について, カイ２乗値 (自由度２) が19.990 (ｐ＝0.000＜
0.05) で有意となり, 帰無仮説が棄却された｡ さらに標準化残差に基づいて分析する
と, 回答が ｢資本金小｣ では有意に少なく (残差－2.5), ｢資本金大｣ では有意に多
い (残差2.7) ことが認められた｡
・質問１－４とのクロス集計について, カイ２乗値 (自由度２) が11.914 (ｐ＝0.003＜
0.05) で有意となり, 帰無仮説が棄却された｡ さらに標準化残差に基づいて分析する
と, 回答が ｢売上高中｣ では有意に少ない (残差－2.1) ことが認められた｡
以上の検定結果から, 従業員数及び資本金額が大きくなるほど不祥事対策に伴う現場の
負担が高くなることが判明した一方で, 売上高の面では, ｢売上高中｣ の企業で不祥事対
策の負担が軽い傾向が認められた｡
 社内教育の不足について




・質問１－２とのクロス集計については, カイ２乗値 (自由度２) が13.618 (ｐ＝0.001
＜0.05) で有意となり, 帰無仮説が棄却された｡ さらに標準化残差に基づいて分析す
ると, 回答が ｢従業員中｣ では有意に多い (残差2.1) ことが認められた｡
・質問２－１とのクロス集計について, カイ２乗値 (自由度２) が24.925 (ｐ＝0.000＜
0.05) で有意となり帰無仮説が棄却された｡ さらに標準化残差に基づいて分析すると,
回答が ｢リスクが小さい｣ では有意に少ない (残差－2.6) ことが認められた｡
・質問２－２とのクロス集計について, カイ２乗値 (自由度２) が20.635 (ｐ＝0.000＜
0.05) で有意となり, 帰無仮説が棄却された｡ さらに標準化残差に基づいて分析する
と, 回答が ｢リスクが小さい｣ では有意に少ない (残差－2.4) ことが認められた｡
以上の検定結果から, ｢従業員中｣ の企業では社内教育が不足している傾向が認められ
た｡ また, 社内教育が不足している企業では, リスクⅠ (組織文化に伴う組織不祥事リス
ク) 及びリスクⅡ (効率性追求に伴う組織不祥事リスク) が高い傾向が認められた｡
 対策の問題点に関する分析結果のまとめ
｢従業員中｣ の企業において, 経営者・管理職の問題意識が少なく, 社内教育が不足し
ている傾向が認められたことは, ９で前述した ｢従業員中｣ の企業で組織不祥事リスク
が大きいという結果と符合する｡ そして ｢売上高中｣ の企業では, 従業員の問題意識が少
なく, 不祥事対策の負担が軽い傾向が認められた｡ これらを勘案すると, 一般的に中規模
企業では, 組織不祥事のリスク管理が比較的遅れていることが推察されるが, 今後の組織
不祥事研究においてさらなる検証が必要である｡
なお, ｢①経営者・管理職に問題意識少ない｣ と ｢②従業員の側に問題意識少ない｣ の
検定結果が近似していることから, この両者についてもクロス集計を用いてカイ２乗検定
を実施した｡ その結果, Fisher の直接法による確率が有意 (ｐ＝0.000＜0.05) であり,
｢２つの変数は独立である｣ との帰無仮説が棄却された｡ さらに標準化残差も有意 (残差
7.6) となったため, 経営者・管理職の問題意識と従業員の問題意識の間には関連がある




























質問１ はじめに, 貴企業 (団体) の概要についておうかがいします｡
１－１ 業種に○印をつけてください｡
①製造業 ②卸・小売業 ③建設業 ④運輸業 ⑤電気・ガス・熱供給・水道業
⑥情報・通信業 ⑦金融・保険業 ⑧医療・福祉業 ⑨公的機関 ⑩その他
１－２ 全従業員数に○印をつけてください｡
①29人以下 ②30～99人 ③100～299人 ④300～999人 ⑤1,000人以上
１－３ 資本金の金額に○印をつけてください｡
①5,000万円未満又は個人経営 ②5,000万円以上 １億円未満 ③１億円以上
３億円未満 ④３億円以上 10億円未満 ⑤10億円以上
１－４ 売上高の規模に○印をつけてください｡










質問２ 貴企業 (団体) には, 次に示す不祥事のリスクがどれくらいあると思いますか｡


















３－１ 貴企業 (団体) では不祥事対策の参考情報をどこから入手していますか (複数回
答可)
①学者・研究者 ②公認会計士・弁護士・コンサルタント ③金融機関




３－３ 貴企業 (団体) では不祥事の予防対策がどのくらい進んでいますか
①とても対策が進んでいる ②わりと対策が進んでいる
③あまり対策が進んでいない ④ぜんぜん対策が進んでいない
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－Abstract－
The statistical survey on the risks of misconducts in the private sector found that
negative effects of organizational culture, pursuit of efficiency, performance-based pay
and outsourcing are the most typical potential causes of misconducts, and indicated
that the possibility of misconducts and the initiatives of their risk management are
different, depending on regions and industries.
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